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中四国サミット 

  



防災・減災、国土強靱化対策の更なる推進について 

 

「令和８年熊本地震」は、熊本県を中心に、甚大な被害をもたらした。 

この度の大地震により犠牲となられた方々に対し、衷心より哀悼の意を表す

るとともに、被災者の皆様に対して、心からお見舞いを申し上げる。 

 

近年、気候変動の影響による水害や土砂災害の激甚化・頻発化に加え、南海

トラフ地震をはじめとする大規模地震の切迫性が指摘されており、住民生活の

安全・安心が脅かされる災害リスクが増大している。 

令和６年１月に発生した能登半島地震や同年９月からの同地域における線状

降水帯を伴う大雨では、半島という地形的な特徴から被害状況の把握や救援、

物資搬入に支障が生じるなど、中国・四国地方に通じる課題が浮き彫りとなっ

た。 

能登半島地震以降も、令和７年７月のカムチャツカ半島地震では、遠地津波

により太平洋沿岸の広範囲に津波警報や津波注意報が発表され、令和７年１２

月青森県東方沖地震では最大震度６強を観測し、北海道と青森県、岩手県の沿

岸に津波警報が発表されたほか、令和８年４月には三陸沖地震が発生し、北海

道・三陸沖後発地震注意情報が発表されるなど緊迫した事態が続いている。 

特に、南海トラフ地震は、概ね９０年から１５０年周期で発生しており、昭

和南海地震の発生から令和８年の１２月で８０年が経過しようとする中、令和

６年８月には南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）、令和７年１月には南

海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表されるなど、極めて広域かつ甚大な被

害が想定される巨大地震の切迫性が一段と高まっている。 

さらに、令和７年１月に埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故で、高度経済

成長期に整備された全国のインフラ老朽化が加速度的に進行していることが露

見され、大規模自然災害に備える上でも老朽化対策が急務となっている。 

このような中、この度の熊本地震では、最大震度７を観測して多くの人命が

失われたほか、橋梁の損傷、断水・停電など、住民生活を支えるインフラ・ラ

イフラインが同時に機能を失う事態となった。 

被災地の一日も早い復旧・復興を願うとともに、地域住民の尊い命を守り、

助かった命をつなぐため、風水害や南海トラフ地震をはじめとする大規模自然

災害への備えをこれまでよりも一段と加速化・深化させ、発災後の速やかな復

旧・復興対策についても一層の充実を図る必要があることから、以下の事項を

強く提言する。 

  

 

 



１ 国土強靱化対策の更なる推進について 

 

大規模自然災害から国民の生命・財産・暮らしを守り、社会の重要な機能

を維持するために、防災・減災、国土強靱化の取組は、一層重要となってお

り、地域の実情に応じたハード・ソフト両面からのきめ細かな対策の推進が

急務となっている。 

国においては、改正国土強靱化基本法に基づき、令和１２年度までを期間

とする「第１次国土強靱化実施中期計画」を策定し、引き続き、地方ととも

に国土強靱化の取組を推進することとしている。 

中国・四国地方においても、これまでの「防災・減災、国土強靱化のため

の５か年加速化対策」等により、高規格道路ネットワークの未整備区間の解

消や流域治水に資する治水事業などの社会基盤整備を推し進めているものの、

必要な対策は多く残されており、国土強靱化の取組を継続的・安定的に推進

する必要がある。 

とりわけ、南海トラフ地震等による甚大な被害の発生も懸念されることか

ら、大規模自然災害に備えた国土強靱化の取組を更に加速化・深化すること

が求められている。 

 

（１）近年激甚化・頻発化する自然災害においても、防災・減災、国土強靱

化対策の重要性が再確認されており、政府が掲げる「危機管理投資・成

長投資による強い経済」を実現し、国土強靱化施策を更に加速化・深化

するため、「国土強靱化実施中期計画」に関する予算については、近年

の資材価格や人件費高騰等の影響を適切に反映した上で、例年以上の規

模とすることに加え、通常予算とは別枠で当初予算として確保し、社会

資本整備関係予算の総枠を拡大すること。 

   なお、「経済財政運営と改革の基本方針2026」において示された、恒 

常的な施策は当初予算で措置するとした新たな予算編成の在り方につい 

て、国の予算編成の内容に伴い、地方自治体の実質的な負担が増加する 

ことがないよう、「防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債」の適用や、 

地方交付税措置の拡充等の必要な対応を行うこと。 

 

（２）財政基盤が脆弱な地方自治体においても防災・減災対策を計画的に推

進できるよう、令和８年度末に期限を迎える「公共施設等適正管理推進

事業債」や、期限が延長された「緊急防災・減災事業債」、「緊急自然

災害防止対策事業債」、「緊急浚渫推進事業債」について、恒久的な措

置とすること。また、上記恒久化と並行し、地域の実情に応じた柔軟か

つ迅速な防災対策が展開できるよう、特に「緊急防災・減災事業債」及

び「緊急自然災害防止対策事業債」における対象事業の要件を緩和し、

適用対象の拡充を図ること。 



 

２ 南海トラフ地震をはじめとする大規模自然災害に係る防災・減災対策の推

進について 

 

国においては、令和８年中の「防災庁の設置」、全国１１箇所への「プッ

シュ型支援用物資の分散備蓄」や「緊急防災・減災事業債」の期限延長など、

防災・減災対策を推進しているが、令和６年能登半島地震の教訓や、国の南

海トラフ地震による新たな被害想定（令和７年３月公表）の厳しい内容を踏

まえ、防災・減災の取組を一層加速化・深化させ、「事前の備え」を強化す

る必要がある。 

 

（１）南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アクションプランは国

が定めた制度であるから、実効性を確保するため、国の責任において以

下の措置を行うこと。 

(ｱ)即時応援道県等の職員（市町村職員を含む）が、着実に被災市町村ま

で赴くことができる輸送スキームについて、実動組織による支援も含め

て、実効性のある体制を整えること。 

(ｲ)緊急消防援助隊の仕組みに準じて、国から地方公共団体に宿泊機能を

有する車両を無償貸与するなど、適切な環境で被災地支援できる制度を

整備すること。 

(ｳ)平時における資機材・設備整備、研修、訓練、人材育成、被災者受入

体制整備等の経費について、十分な財政措置を講ずること。  

 

（２）国の新たな被害想定では、南海トラフ地震における全国での災害関連

死は最大52,000人、避難者数は最大で約1,230万人となるなど、避難生活

の長期化や生活環境の悪化による災害関連死のリスクを軽減させるため

には、避難環境の整備の強化が必要であることから、令和８年度に新設

された「防災力強化総合交付金」について、「地域未来交付金（地域防

災緊急整備型）」と同水準の要件設定とし、避難所の環境改善・向上に

有効な工事を伴う設備等にも対象事業を拡充するとともに、地方負担の

軽減を図る措置を講じた上で、十分な予算を確保すること。 

 

（３）近年の人件費・資材価格が高騰している中でも、着実に木造住宅の耐

震改修を進めるため、住宅・建築物耐震改修事業における補助制度の拡

充等を含めた、積極的な財政支援を実施すること。  

 

（４）令和６年能登半島地震の対応を十分に検証し、陸路、海路、空路によ

るあらゆる手段を活用して、迅速な救助活動が行えるよう支援体制を強

化するとともに、自治体における受援計画の作成・見直しや物資・人員



の受入れなど受援体制の整備等に対する支援を充実・強化すること。 

 

（５）半島地域の地理的特性を踏まえた防災対策を推進するため、道路・港

湾施設・上下水道施設の整備や住宅の耐震化、避難所の防災設備の整備

や通信機能の耐災害性の強化、漁港施設・共同利用施設の整備などに対

する財政措置を強化すること。 

 

（６）災害時の応急・復旧活動に効果的な衛星インターネット通信機器や避

難所の生活環境確保に必要な給水・衛生設備等の防災装備品や備蓄品等

について、自治体の財政力で差が生じるべきではなく、ナショナルスタ

ンダードの観点から、国が備蓄目標を定めた上で、自衛隊の防衛装備品

と同様、国の責任で財源を確保し、全国配備を進め、災害時の相互応援

体制の充実強化を図ること。また、国が開設予定の物資備蓄拠点の充実

強化及び被災時における中四国圏域内の物流・物資供給のあり方を構築

し、広域連携による確実な支援物資の輸送体制を確立すること。 

 

（７）大規模自然災害発生時における「命の水」を確保するため、採択要件

の緩和や補助率の１／２以上への引上げなど、「上下水道施設の耐震

化・老朽化対策」に対する支援制度を強化すること。 

 

（８）上下水道に加え、「経済の根幹」をなす工業用水道施設についても、

管路更新・耐震化を進めるための十分な予算を確保し、特に甚大な被害

が想定される地域へ重点的に配分するとともに、工業用水道施設の耐震

化等に対する国庫補助率を下水道事業と同水準まで引き上げること。 

 

 

３ 津波観測体制の確保及び日本海側の海域活断層の評価について 

 

 令和６年能登半島地震では地震の発生から３時間以上遅れて津波の最大

波が観測されるなど、地形的な要因により特徴的な動きがみられたほか、

令和７年７月のカムチャツカ半島付近の地震に伴う津波では、太平洋沿岸

を中心に国内の多数の地点で津波が観測されたことから、津波研究の推進

及び津波監視体制の強化が必要である。 

 

（１）国土地理院の全国の潮位観測施設22箇所が令和７年度に廃止されたこ

とに伴い、気象庁の津波観測点が全国で減少した。気象庁は、津波警報

等の第１報に係る制度や迅速性をはじめ、津波の実況監視、津波警報等

の更新・解除には影響がないと説明しているが、特に日本海側において

はもともと潮位観測施設が少ない上、令和６年能登半島地震で見られた



ような潮位観測施設の機能喪失等があった場合には、津波の実況監視や

津波警報等の切替・解除に支障が出ることが懸念される。 

ついては、国は津波の観測体制の強化に努めなければならないとされ

ている津波対策の推進に関する法律の趣旨を踏まえ、事故等が生じた場

合も想定の上、潮位観測施設の機能維持・強化等、津波観測体制が安定

的に確保されるよう検討すること。 

 

（２）令和６年８月に公表された「日本海側の海域活断層の長期評価 ―兵庫

県北方沖～新潟県上越地方沖―」については、一部の項目（海域活断層

の位置・長さ・形状・地震の規模等）が前倒しして公表されたものの、

地震発生確率は評価されていないことから、近畿・北陸以北の日本海に

おける海域活断層の長期評価の早期公表及び日本海側の地震調査の推進

を図ること。また、日本海側の津波の挙動メカニズム及び海底地形の調

査など日本海側の津波研究を進めること。 

 

 

４ 林野火災の発生予防・対応力強化について 

 

近年、全国各地で大規模な林野火災が多発している中、令和７年３月の岡

山市や愛媛県今治市をはじめ、中国・四国地方においても林野火災が発生し

ており、資機材の充実強化や予防意識の啓発など、ハード・ソフト両面の対

策が必要である。 

 

（１）森林面積が国土の３分の２を占める我が国では、林野火災を起こさな

いことが極めて重要であることから、地方では林野火災注意報・警報の

発令やアラートの発表、啓発活動の展開など、林野火災の未然防止に向

けた取組を推進している。林野火災に対する予防意識の更なる醸成のた

め、国においても火災予防の啓発宣伝を一層強化すること。 

 

（２）近年、全国各地で多発している林野火災を踏まえ、延焼拡大の要因・

メカニズムを分析した上で、効果的な対策の検討及び森林・林道等の適

正な維持管理に対して積極的な支援を行うとともに、延焼拡大阻止に向

けた早期の緊急消防援助隊や自衛隊等への支援要請のため、国において

都道府県とより迅速に緊密な調整等を行えるよう、平素からの情報共

有・連絡体制の充実を図ること。 

 

（３）水利不足が懸念される林野火災特有の状況に対応可能な消防職団員及

び緊急消防援助隊用の車両・資機材並びに消防防災ヘリコプター用の資

機材等の整備に対する財政支援の充実を図ること。 



 

（４）林野火災発生後は、樹木が焼けて山の保水力が低下し、延焼した斜面

での土砂流出等の土砂災害の危険性が高まることから、発災後早期に二

次災害防止対策に着手できるよう財政支援を行うとともに、林野火災に

よって焼失した森林機能の早期回復のため、植栽工や治山ダムなどの防

災林造成をはじめとする復旧・復興事業の計画的、継続的な実施に必要

な予算を確保すること。 

 

 

 

  令和８年８月２１日  
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広域的な観光連携の推進について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

令和８年８月 21日 

中四国サミット 
 

  



 

 

広域的な観光連携の推進について 

 

 

 中国・四国地方は、日本海、瀬戸内海及び太平洋と、中国山地及び四国山地

の３海２山をはじめとする豊かな自然環境や景観に恵まれており、伝統芸能、

食文化、日本遺産・世界遺産等も含め、国内外に誇れる多くの地域資源を有し

ている。 

 一方で、観光産業については、光熱費や食材費等の高騰によるコスト増に加

え、観光需要の回復に伴う人手不足が顕在化している。 

こうした中国・四国地方においては、「観光立国推進基本計画」で、「観光の

持続的な発展」、「消費額拡大」、「地方誘客促進」、「観光と交通・まちづくりと

の連携強化」、「新技術の活用・本格展開」を軸として、インバウンドの戦略的

な誘客と住民生活の質の確保との両立、国内交流・アウトバウンド拡大、観光

地・観光産業の強靭化の３つを施策の柱として取り組むこととしており、デジ

タル・新技術の観光分野での実装を加速させながら、これらの持続可能な観光

振興に取り組んでいく必要がある。 

以上を踏まえて、中国・四国地方が一体となり経済の活性化に向けた広域的

な観光連携の推進に取り組むため、以下の事項について強く要請する。 

 

 

１ 国内観光需要・消費額の拡大 

  国内観光需要・消費額の拡大には、旅行の実施率向上や滞在長期化につな

がる、魅力的な観光コンテンツの開発・充実が必要である。 

  時期の分散などを考慮した広域的な旅行支援のほか、地域ならではの資

源を活かした観光コンテンツの造成や、サイクルツーリズムをはじめ、アウ

トドアに着目した新たなツーリズムを創出する取組などへの支援を継続的

に実施すること。 

 

２ 新たな観光スタイルの普及促進に向けた支援 

  新たな旅のスタイルとしてのワーケーションは、コロナ禍で進展したテ

レワークとの親和性が高く、広域的に連携することで様々な地域への滞在

機会の拡大につながる。 

  ワーケーションやラーケーション等に対応するための整備促進(宿泊施

設等への Wi-Fi整備、ワーキングスペースの設置・改築、学校や保護者側の

取得環境の整備等)、都市部企業とのマッチング及び広域的なワーケーショ



 

 

ン等の情報の発信への支援を行うこと。 

 

３ インバウンド需要の更なる拡大に向けた環境整備への支援 

  コロナ禍からの社会情勢の正常化に伴い、訪日外国人観光客数は順調に

増加しており、地方における更なるインバウンド拡大を見据えた取組が重

要である。 

  訪日誘客支援空港への支援の継続や支援策の拡充、グランドハンドリン

グや保安検査の人材不足に対応するため、航空・空港人材確保等に向けた積

極的な支援、空港・港湾における訪日外国人の入国手続きの整備・迅速化、

さらには訪日外国人の広域周遊観光促進に資する二次交通の充実(「道の駅」

への観光案内所併設、スマートインターチェンジの整備等)など、受入体制

の整備を促進するとともに、航空需要に即した航空燃料の安定的な供給が

できるよう、必要な措置を講じること。また、地方への国際航空路線開設に

あたっては、持続的な観光・交流の発展に資するため、航空会社から定期路

線開設の認可申請が行われた際には、速やかな手続を行うこと。 

併せて、地方への誘客拡大に向け、地方の観光産業の高付加価値化・生産

性向上に向けた取組の支援や、観光人材の確保・育成に対する支援、さらに

は、訪日短期ビザ免除対象国の拡大、訪日個人旅行の促進、国際会議等ＭＩ

ＣＥの誘致、送客元の多様化を図る等、積極的な対策を講じること。 

 

４ 観光推進体制強化に向けた支援 

  地域の観光事業者を支えるＤＭＯ等が行う観光地の活性化や多様化する

旅行ニーズへの対応に向けた取組を後押しすることが重要である。 

  国際観光旅客税について、自由度の高い財源としてＤＭＯ（観光地域づく

り法人）や広域リージョン連携を活用した広域観光施策を含む地方の観光

振興施策に充当するために、補助金の採択案件を拡大するなど、税収の地方

への配分を確保・拡大すること。 

また、「広域連携ＤＭＯ」が、将来にわたり安定的かつ継続的な運営を行

っていくことができるよう、現行制度に加え、地域再生エリアマネジメント

負担金制度において、観光地経営の権限と財源を確保できるよう制度を改正

すること。 

 

５ 国立公園等の整備に向けた支援 

中国・四国地方は、日本で初めて国立公園に指定されてから令和６年３月

で９０年目の節目を迎えた瀬戸内海国立公園など、各県にわたり１２箇所の

国立公園等を有しており、その豊かな自然や景観等は地域の重要な観光資源



 

 

となっているが、インバウンドを含めた誘客を促進するには、国や県等が一

体となってその魅力を磨き上げ、発信していくことが重要である。 

国立公園満喫プロジェクトによるブランド力や発信力の強化に継続的に

取り組むとともに、各地域が行う自然公園の施設整備に対し、自然環境整備

交付金の充実など積極的な財政支援を行うこと。 
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高速交通ネットワーク及び 

地域交通の整備・充実について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

令和８年８月 21日 

中四国サミット 
 

  



 

 

高速交通ネットワーク及び地域交通の整備・充実について 
 

 

 我が国が直面する少子高齢社会を克服し、持続的な発展を遂げるためには、

東京一極集中を是正し、魅力ある地域づくりに取り組んでいかなければなら

ない。 

そのためには、高規格道路や新幹線など、円滑な物流や交流人口の拡大に資

する高速交通ネットワークの構築が必要不可欠である。 

また、高速交通ネットワークは、近年各地で頻発する大規模な自然災害発生

時において、救助・復旧活動や支援物資の輸送を円滑に行うための重要な役割

も担っている。 

さらには、住民が安心して暮らせる地域づくりのためには、日常生活や経済

活動に欠かすことのできない地方鉄道やバス路線を維持していくことが必要

である。 

 ついては、中国・四国地方の更なる連携と多様な地域づくりに資する高速交

通ネットワーク及び地域交通の整備・充実のため、以下の事項について強く要

請する。 

 

 

Ⅰ 高規格道路ネットワーク等の整備促進 

 

１ 未整備区間の解消 

高規格道路は、地方に安定した雇用の場が確保されるよう産業を振興

し、生産性を向上させ地域経済を活性化するとともに、地方創生に向けた

持続可能な社会の構築に不可欠な社会基盤である。さらに、大規模災害時

の代替性を確保し、住民の安全・安心を守るための「命の道」とも言うべ

き重要な役割を担っている。 

このことは、平成３０年７月豪雨において長期間通行止めとなった山陽

自動車道を、中国縦貫自動車道及び山陰道が代替・補完し、広域交通の機

能を確保するなどネットワーク効果を発揮したことからも明らかである。 

その一方、山陰道の未整備区間では、一般道において大渋滞が発生する

など交通の混乱が見られたが、未整備区間が解消されていれば、より円滑

な広域交通の確保が可能であったと考えられる。 

また、能登半島地震では、半島という地形の特徴から交通ネットワーク

が限定されるなかで多くの路線が寸断されたため、被害状況の把握や救

援、物資搬入に支障が生じるなど、交通ネットワークの脆弱性に起因した

初動対応の課題が浮き彫りとなった。今後発生が懸念されている南海トラ



 

 

フ地震においても、中国・四国地方に甚大な被害を与えると予想されてお

り、的確な初動対応の実行と円滑な被災地支援や復興のため、災害に強い

広域的な道路ネットワークの構築とダブルネットワーク化等による機能

強化が必要である。 

ついては、地域の特色ある発展を支え、災害時における応急対応や支援

物資の輸送等に重要な役割を担う高規格道路ネットワークの早期構築の

ため、山陰道や山陰近畿自動車道、下関北九州道路、中海・宍道湖８の字

ルート、四国８の字ネットワーク等中国・四国地方に依然として多数存在

する未整備区間の解消を図ること。 

さらに、主要な国道・地方道は、高規格道路ネットワークと一体となり、

渋滞の解消や、地域の交流・連携の強化を図り、物流の活性化や交流人口

の拡大、広域的な交通拠点である空港・港湾等へのアクセス性の向上に資

するほか、大規模災害時に緊急輸送道路や迂回路としての役割を担うため、

その整備促進を図ること。 

 

２ 暫定２車線区間の早期４車線化等 

   対面通行に起因する重大事故の防止や高速道路本来の定時性、速達性

の確保による物流機能の強化、さらに、事故発生時や豪雪を含む大規模災

害時における交通機能の確保を図るため、暫定２車線区間の４車線化及

び対面通行区間における当面の緊急安全対策等を早期に実現する必要が

ある。 

また、高速道路の機能を将来にわたり維持するため、抜本的な性能回復

を図る更新事業等についても進める必要がある。 

このことから、料金徴収期間の延長による財源を活用し、高速道路の更

新事業等を着実に進めるとともに、令和元年９月に公表された「高速道路

における安全・安心基本計画」において指定されている優先整備区間の４

車線化の早期整備を図ること。 

なお、４車線化等が行われるまでの間、長大橋、トンネル区間など、対

面通行区間においても安全・安心の確保を図るための緊急対策の検討を推

進し、有効な対策を早期に実施すること。 

 

３ 重要物流道路の機能強化及び重点支援 

   平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、重要物流道路

及び代替・補完路の追加指定については、地方の意見を十分に反映するこ

と。 

   また、指定道路の整備・機能強化を推進するとともに、そのために必要

な補助制度の拡充等による財政支援を行うこと。 



 

 

 

４ 道路関連予算の拡大 

継続的・安定的に国土強靱化等の取組を推進できるよう、国土強靱化実

施中期計画を踏まえた関係予算については、通常道路予算とは別枠で必要

な予算を確保すること。また、老朽化が進む道路施設の的確な維持管理と

更新が可能となるよう、引き続き、必要な予算を確保すること。 

あわせて、全国の中でも道路整備が遅れている中国・四国地方において

生産性の高い産業基盤を形成するとともに安全・安心な生活を確保するた

め、資材価格の高騰、近年の建設業における人件費の上昇等の影響を十分

に踏まえ、高規格道路をはじめとする道路ネットワークの整備等を計画的

かつ長期安定的に進められるよう、新たな財源を創設し道路関連予算を拡

大すること。 

 

 

Ⅱ 高速鉄道ネットワークの整備促進 

 

高速交通ネットワークを活用した多様性のある経済圏・大交流圏形成によ

る「多極交流圏の創設」、国土軸のリダンダンシーの確立と防災力強化によ

る「新たな国土構造の構築」の観点から、全国各エリアに新幹線を整備する

ことが求められるが、中国・四国地方の新幹線計画は半世紀以上にわたって

基本計画にとどまっている。また、新幹線整備に係る予算は年間８００億円

程度にとどまるなど、現行の予算額や財源スキームでは基本計画路線に関す

る議論が進展しないおそれがある。 

このため、中国・四国地方における新幹線の整備計画への早期格上げに向

けた調査を実施するための予算措置、国土強靱化実施中期計画に係る予算の

活用、在来線の更なる高速化・快適化を図るために必要な建設事業費や車両

更新費への新たな財政支援制度の創設など、高速鉄道ネットワークの整備に

向けた具体的な取組を加速化すること。あわせて、並行在来線の取扱いを含

めた地方負担のあり方を見直すこと。 

 

 

Ⅲ 地域交通の維持・確保等 

 

１ 地域公共交通網の維持・確保・充実 

地方の鉄道やバス路線等の地域公共交通網は、地域住民の日常生活や経

済活動に欠かすことのできない生活に密着した大切な移動手段であるこ



 

 

とから、採算性のみに捉われず、地域公共交通網を維持・確保及び充実さ

せるための施策を講ずるとともに、地域公共交通の維持確保に必要な財源

のあり方の検討に早急に着手すること。 

 

 ２ 地方の鉄道ネットワークの維持・確保 

（１）近年、全国各地の複数のＪＲから、ローカル線のあり方検討を求める

表明が相次いでなされていることから、国主導で進められた国鉄分割

民営化の経緯や、想定以上の速度で進む人口減少、少子高齢化、金利の

低下など、民営化した当時と時代背景や社会構造が異なっていること

を踏まえ、ローカル鉄道を路線単位で縮小均衡させるという議論では

なく、中山間地域の持続可能性や地方創生、国土強靱化といった将来の

国のあり方を見据えた今後の交通体系のあり方や、その中におけるＪ

Ｒのあり方について、国民共通の社会基盤である全国の鉄道網をどう

するのかという大きな視点で議論し、国の交通政策の根幹としての方

向性を早期に示すこと。 

 

（２）令和５年の「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正に

より、地方路線の再構築等に関する協議の場として、国が再構築協議会

を設置する制度が創設されたところであるが、鉄道事業者側の意向のみ

によって安易に地方路線の見直しがなされるべきではないことから、国

が再構築協議会を設置する場合には、「路線の廃止ありき」や「モード

（輸送手段）の転換」等を前提とした協議とならないよう、中立的な立

場で責任を持って関与するとともに、その設置や運営にあたっては、地

域の実情に十分に配慮すること。 

 

（３）災害により、ＪＲローカル線の線路や橋梁等の施設が被災した場合に

は、これを直ちに路線の存廃の議論に結びつけることがないようＪＲ各

社を指導するとともに、速やかに復旧し、路線が維持できるよう、積極

的に支援を行うこと。 

 

（４）自治体等が取り組む駅を中心とした「まちづくり事業」をはじめ、利

便性向上や利用促進に向けた取組など、地方路線を維持するための支援

について、拡充強化を図ること。 

また、運転士をはじめとする人手不足により、路線の減便や駅無人化

等、利用者へのサービス水準の低下を加速させることが懸念されること

から、人材確保支援はもとより、省人化に向け「自動運転技術の確立」



 

 

など、国主導で取り組むこと。 

 

３ 地域の実情に応じた交通手段の維持・確保 

近年、人口減による利用者減、ドライバー不足等によりバス事業者等の

撤退、路線の縮小が顕著となってきていることから、バス事業者等による

ドライバー確保の取組等への支援を充実させるとともに、住民の移動手段

を維持・確保し、地域でいつまでも安心して住み続けられるよう、これま

でのバスを中心とした支援に加え、地域の実情・ニーズに応じた多様な生

活交通の維持・確保策に対する財政支援を拡充すること。 

 

４ 海上輸送網の維持や機能の充実 

海上輸送網については、国際競争力強化に向けた物流の効率化や大規

模災害発生時の海上輸送機能維持のため、整備が不十分な日本海側をは

じめ、瀬戸内海、四国地域における海上輸送の拠点となる港湾の機能充

実・強化を図ること。 

また、燃油高騰や船舶の老朽化など､内航フェリーを取り巻く経営環境

は非常に厳しい状況にあり、航路の維持が図られるよう、国において必

要な施策や支援を講じること。 
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カーボンニュートラルの実現に向けた

取組の推進について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

令和８年８月 21日 

中四国サミット 
 

  



 

 

 

カーボンニュートラルの実現に向けた取組の推進について 
 

 

令和２年１０月の国による「２０５０年カーボンニュートラル宣言」や「２

０３０年度時点の温室効果ガス排出量削減目標を２０１３年度比で４６％削

減」の表明以降、グリーン成長戦略やエネルギー基本計画、地球温暖化対策計

画、「ＧＸ推進戦略」等の重要戦略が相次いで制定され、「ＧＸ推進法」等の関

連法が整備されてきた。 

令和７年２月、国において、「エネルギー基本計画」、「地球温暖化対策計画」

の改定とともに、「ＧＸ２０４０ビジョン」が策定され、新たに「２０３５年

度時点で６０％」、「２０４０年度時点で７３％削減」を目指した取組が進めら

れるなど、エネルギー安定供給確保と経済成長、脱炭素の同時実現を目指すＧ

Ｘを加速させる方針が示されているところである。 

民間事業者においてもＥＳＧ金融の進展に伴い、ＲＥ１００やＳＢＴなど

「脱炭素経営」に取り組む企業は大企業に限定されず、中小企業にも波及し、

サプライチェーン全体の動きが現れている。 

ついては、カーボンニュートラルの実現に向け、脱炭素を実現するモデルケ

ースを複数創出し、多くの地域で、２０５０年を待たず脱炭素を達成するとと

もに、産業構造や社会経済の変革をもたらし、次なる大きな成長につなげると

いう「経済と環境の好循環」を生み出すため、以下の事項を提言する。 

 

１ 「２０５０年カーボンニュートラル」の実現に向けて、国・地方自治体・

事業者・国民が一体となった取組を着実に推進することができるよう、削減

目標達成に向けた具体的な道筋を明確にするとともに、エネルギーの脱炭

素化の方策を示すこと。その際は、地域ごとに異なる産業構造やエネルギー

の消費・生成等の状況を十分踏まえ、国際競争力の維持に配慮すること。ま

た、水素の利活用やカーボンリサイクルなどの技術革新をはじめ、水素やア

ンモニアなど次世代燃料の輸入ルートの開発や、エネルギー安全保障の観

点から国内生産拠点、地方における受入基地の整備など、サプライチェーン

の構築等に国として率先して取り組むとともに、必要な財政支援や法規制

の見直し等により、地方自治体・事業者等の取組を後押しするなど、国を挙

げて地球温暖化対策に取り組む機運を醸成すること。 

 

２ ２０４０年度時点の温室効果ガス排出量を２０１３年度比で７３％削

減するという政府目標の実現に向けて、第７次エネルギー基本計画で示さ

れた再生可能エネルギーの発電比率を着実に達成するため、地方自治体が



 

 

 

地域に適合した再生可能エネルギーの供給力の増加を図れるよう「機動的

に運用できる十分な財源」を確保すること。また、今後再生可能エネルギ

ーの更なる導入拡大を図る上では、建築物の屋根や壁面等の新たな適地の

開拓が必要であるため、ペロブスカイト等の次世代型太陽電池など、技術

的なイノベーションを加速するとともに、初期需要創出に向けた取組を促

進すること。 

 

３ 地域脱炭素ロードマップに掲げる公共施設等への太陽光発電設置、ＺＥ

Ｂ化や木造化・木質化、公用車の電動化などの目標達成のため、地方自治

体の率先行動に対する強力な財政支援を行うこと。 

 

４ カーボンプライシングが負担の公平性に配慮しつつ産業の競争力強化

や経済成長及び温室効果ガス排出削減に資するものとなるよう、国民・事

業者の理解が得られる制度を構築すること。 

 

５ カーボンニュートラルの実現には、サプライチェーン全体での脱炭素化

が求められることから、中小企業の脱炭素化を促進するため、温室効果ガ

ス排出量の算定や削減目標の設定から、省エネ・再エネ設備の導入や工場

のスマート化、再エネ由来電力への転換等まで、地域中小企業に過度な負

担が生じることがないよう継続的な支援を行うこと。 

 

６ カーボンニュートラルの実現に向けた、カーボンリサイクルなどの革新

的技術の創出や事業転換を進めるため、地域の特性に応じた産業振興に資

する産学公金連携の研究開発・実証・社会実装の取組や設備投資等に対す

る支援策を講ずること。 

 

７ 新築住宅に対するＺＥＨ基準の水準の省エネ性能導入や自治体が独自

に取り組む高性能な省エネ住宅の導入、既築住宅に対する省エネ改修、太

陽光発電、蓄電池の導入、住宅の木造化・木質化などへの支援を充実させ

ること。太陽光発電の更なる促進に向けて、多雪等の条件不利地域では導

入コストが増嵩することに配慮したきめ細やかな支援を行うこと。また、

支援においては十分に予算を確保し、年間を通じて利用できる制度とする

とともに、地域の工務店等のスキルアップのために十分な支援を行うこと。 

 

８ 住宅以外の建築物においてはＺＥＢの普及が進むよう支援を継続する

とともに、支援においては公募期間を十分に確保し、複数年度にわたる工



 

 

 

事についても柔軟に活用できる制度とすること。 

 

９ カーボンニュートラルの実現に向け、地域共生型・地域裨益型の再生可

能エネルギーの一層の普及を図るために創設された地域脱炭素化促進事業

の認定制度の活用を促進するため、手続き簡素化の対象拡大や補助金上の

優遇等、市町村や事業者にとってより有効で強力なインセンティブを設定

すること。 

 

10 カーボンニュートラルの切り札となる水素を活用するために、地域の特

性に合わせた再生可能エネルギーやバイオマス、廃棄物資源等を活用した

水素の製造、その利活用のための貯蔵・運搬等のインフラ整備を進め、自

立・分散型エネルギーシステムの構築に繋がる支援制度を充実させること。

また、ＦＣＶの普及に繋がっている水素ステーション「運営費補助制度」

の更なる充実や、管理棟や防火壁の建築費など「整備補助金」の対象範囲

拡大のほか、整備に係る規制緩和の更なる推進を図ること。さらに、燃料

電池商用車の導入促進を図る重点地域を追加して選定する際は、自治体の

取組を評価する「地方公共団体基準」を重視した柔軟な運用を図るととも

に、選定された地域以外の自治体へも従来どおりの支援策を維持すること。 

 

11 自動車業界の多様な車両開発戦略に呼応し、カーボンニュートラルを実

現するため、ＥＶの普及に向けて、航続距離（県をまたぐ移動の際の電欠

等）への不安感を解消し、安心して走行できる環境を整備することが重要

であることから、充電設備の空白地域や、高速道路等における充電インフ

ラ整備などについて支援策を講ずるとともに、ＥＶの性能・充電環境に関

する情報発信、充電マナーに関する啓発を積極的に行うこと。加えて、e-

fuel 等の合成燃料やバイオ燃料の製造技術の確立、普及に対する支援を行

うこと。また、自動車関連産業が国際競争力を維持・強化できるよう、電

動化やライフサイクル全体での低炭素化（再生材利用義務化を含む。）、関

税措置などの諸課題に対応するための経済・技術支援等を行うこと。 

 

12 カーボンニュートラルの実現は国民の理解なしには成立しないことか

ら、国民に対して科学的根拠に基づく脱炭素化の必要性、カーボンニュー

トラルのもたらす便益、負担を丁寧に説明していくこと。 

 

13 社会全体としてカーボンニュートラルを実現するには、脱炭素電源の拡

大等が必要とされており、発電事業者が火力発電への脱炭素燃料の混焼等



 

 

 

による排出削減や再生可能エネルギーの供給量を拡大できるよう支援を

行うこと。また、再生可能エネルギーの拡大に際し必要となる、バックア

ップ電源の確保などによる事業者の負担を軽減する支援を行うこと。さら

に、再生可能エネルギー資源の地域的偏在を踏まえ、送電経路の新設や送

電容量の増強など、送電系統の整備を促進すること。 

 

14 温室効果ガスの排出量については、排出量カルテにより都道府県・市区

町村別の数値が示されているが、最新年度の公表に３年程度を要すること

から、温暖化対策の進捗状況を地方自治体・事業者が共有し、取組の促進

につながるよう、推計による速報値などで速やかに排出状況を公表するこ

と。また、再エネの導入については、今後、卒ＦＩＴや非ＦＩＴの増加が

見込まれる中、再エネ全体の導入容量を把握する手段がないため、地方自

治体別の再エネ全体の導入容量を把握し公表する仕組みを整備すること。 

 

15 民間企業も含めてＬＥＤ照明や電動車の導入に対する需要が高まる中、

地方団体が公共施設等の脱炭素化の取組を計画的に実施できるよう、「脱

炭素化推進事業債」による支援について令和９年度以降の継続・強化を図

ること。 

 

16 再生可能エネルギーの長期電源化のためには、既存の再生可能エネルギ

ー設備について、ＦＩＴ制度の調達期間終了後も最大限の活用を図ること

が重要であることから、事業者による適正管理のための追加・再投資への

支援など適切な環境整備に向けた方策について検討を進めること。 
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地域医療提供体制及び社会保障制度の

持続的かつ安定的な確保について 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

             

令和８年８月 21日 

中四国サミット 
 

  



 

地域医療提供体制及び社会保障制度の 
持続的かつ安定的な確保について 

 

 

国においては、令和５年１２月、２０４０年頃までを見据えた「全世代型社

会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」を取りまとめ、「全世代型社会

保障」の構築に向け、取り組むべき課題を示している。 

この中で、「医師偏在対策」について、長期的には医師の供給が需要を上回

ることを前提に、医師養成課程における医師偏在対策の取組を進めることと

しており、近年、医師多数県での養成数を抑制する動きが加速している。 

また、令和６年１２月に医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ

を策定し、医師偏在の是正をさらに進めていくとしている。 

中国・四国の各県では、これまで、多くの労力と工夫を凝らし、医療提供体

制を確保するために必要な医師の確保に努めてきたところであるが、国の機

械的な指標に基づき、医師多数県と位置づけられている県においても、人口・

社会資源等の都市部への集中という構造的な課題を背景とした「地域偏在」や

「診療科偏在」に加え、「医師の高齢化」と「若手医師の流出」が年々深刻さ

を増し、特に中山間地域や離島において必要な診療科の医師を確保できない

等の実態があり、医療提供体制を守っていくため、地域の実情を踏まえた「若

手医師」の確保・定着に向けた対策が急務となっている。さらに、へき地診療

所や瀬戸内海巡回診療船「済生丸」については、人口減少や物価高騰により収

支不足が拡大するなど、将来にわたって運営を継続するための支援が求めら

れる。 

また、「医療提供体制改革の推進」に関して、新興感染症の脅威等を背景に、

公立・公的医療機関の医療提供体制確保が重要度を増す中、２０４０年とその

先を見据えた新たな地域医療構想の推進について、県や市町村、医療・介護関

係者が連携し、地域の実情に応じた持続可能な取組が一層重要となる。 

更に、中山間地域や離島など、患者や医師の搬送に多くの時間を要する地域

にとって、ドクターヘリは救命救急に必要不可欠な社会インフラであるが、令

和７年度に運航委託先における整備士不足により、全国で一時的な運航停止

が相次いだことに加え、令和８年度には、運航委託先が確保できない「空白地

域」が生じており、整備士などの人材の育成・確保や物価高騰による運航経費

の増大をはじめ、ドクターヘリの安定的かつ効率的な運航に向けた体制の再

構築が求められる。 

なお、改革工程に示された様々な取組を推進し、持続可能な医療提供体制を

確保するためには、「医療ＤＸによる効率化・質の向上」が不可欠であるが、

その推進にあたっては、医療現場に混乱・支障を生じさせないよう、十分な配



 

慮が必要である。 

更に、今後の高齢化の更なる進行等を踏まえ、社会の活力を維持、向上させ

つつ「全世代型社会保障」を実現していくためには、質の高い医療・介護を効

率的・効果的に提供できる体制の構築や介護予防・健康づくり、がん対策の取

組の強化を通じた「健康寿命の延伸」などが求められている。 

こうした中、医療機関、介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所等に

おいては、人口減少により、患者・利用者が減少し、あわせて従事者の確保が

難しくなっており、加えて、賃金水準の上昇や物価・エネルギー価格の高騰が

続いていることから、その経営環境は大変厳しい状況にある。 

更に、中山間地域・離島といったへき地における訪問系や通所系の介護サー

ビス提供について、訪問や送迎等の移動に係るコストが介護報酬において十

分に評価されておらず、採算の確保が難しいという報酬構造上の問題が指摘

されている。 

加えて、訪問介護については、令和６年度の報酬改定で基本報酬の引下げが

行われたことなどにより、特にサービス提供が非効率なへき地において、事業

者の経営が一層厳しさを増しているところである。 

これらを踏まえて、次の点について強く要望する。 

 

１ 地方において、安定的かつ継続的な医師確保が行われるよう、地方との協

議をしっかり行い、地方の実情を十分に認識した上で、国が主体となり実効

性のある偏在対策・確保対策を講じること。 

 また、医学部臨時定員枠については、地理的条件等、地域の実情を踏まえ、

地域に必要な医師数を確保できるよう現在の枠を継続すること。 

 

２ 医師や看護職員等、医療人材の着実な確保・養成や勤務環境の改善等に向

け、「地域医療介護総合確保基金」の国予算を確保するとともに、柔軟な活

用を可能とすること。 

  また、へき地診療所や瀬戸内海巡回診療船「済生丸」の安定的な運営を確

保できるよう、財政支援の拡充を行うこと。 

 

３ 新たな地域医療構想の策定及び推進に当たっては、対象分野の拡大、取組

の深化、医療機関機能報告の新設等について、現場の医療機関や自治体など

関係者の負担が大きくなる懸念があることから、業務重複の回避など、関係

者の負担軽減に配慮した制度設計にするとともに、策定段階からの各種支

援体制の確保、自治体の体制整備に対する地方財政措置等を講じるほか、地

域医療介護総合確保基金の拡充等、新たな地域医療構想を推進するための

財源を十分確保すること。 



 

  また、令和４年３月に示された「各都道府県の地域の実情を踏まえ、主体

的に取組を進める」との方針のもと、病床の削減や統廃合ありきではなく、

個々の病院及び地域の個別事情を十分踏まえ、各都道府県が主体的に取組

を進められるよう、地方との丁寧な協議を継続すること。 

   

４ かかりつけ医機能報告制度について、医療機関が円滑に回答できるよう

システム（Ｇ－ＭＩＳ）を改善するとともに、制度に関する問い合わせへの

対応も含めた統一的な相談窓口を設置すること。また、県や市町村の督促や

確認作業への支援に加え、地域における協議の場など今後の実務を担う県

に対して、必要となるデータの提供や技術的、財政的支援を行うこと。 

   

５ 公立病院では、効率性・経済合理性だけでは対応できない救急医療・周産

期医療や新興感染症への対応などの政策的医療を担うだけでなく、医療の

先進性の確保を通じ、住民への医療の充実を図る必要があるが、現下の物価

高騰や人件費増加等に伴い、もはや経営努力のみでは対応することが困難

な極めて厳しい経営状況にあることから、柔軟な診療報酬改定や、一般会計

からの繰出に対する地方公営企業繰出基準の見直しなどの財政的支援を拡

充するとともに、高度医療・先進的医療のための医療機器の更新等について、

リース等の購入以外の手法により調達した場合も繰出基準の対象とするな

ど、適切な地方財政措置を講じるよう検討を進めること。 

 

６ ドクターヘリの安定的かつ効率的な運航を確保するため、国の責任にお

いて、整備士不足などの現状を踏まえ、各種ヘリの機材の統一化及び運航基

準の共通化を図るとともに、整備士同乗ルール等については、持続可能な運

航が可能となるよう明確な基準に基づいた新たなルールを作成すること。 

  また、国において、ドクターヘリの運航に必要な操縦士や整備士等の人材

確保・養成に向けた取組を加速するとともに、機体価格の高騰や賃上げなど

に伴う運航経費の増大を反映し、「ドクターヘリ導入促進事業」等の十分な

予算を確保すること。 

 

７ 医療ＤＸの推進に当たっては、地域の医療機関の実情をしっかりと把握

するとともに、医療機関におけるインフラの整備・維持及びサイバーセキュ

リティ対策について、必要な財源の支援を行うこと。 

  また、デジタル化への対応が難しい患者が取り残されることのないよう、

国民に対し、医療ＤＸがもたらす効果やセキュリティへの配慮、円滑な利用

に向けた情報提供等について、丁寧な説明と支援を行うこと。 

 



 

８ 「健康寿命の延伸」に必要な介護予防・フレイル予防については、地域特

性に応じた取組を推進するため、保険者機能強化推進交付金及び介護保険

保険者努力支援交付金について地方と十分に協議を行い、柔軟な運用がで

きるよう意見を制度に反映させること。あわせて、地方において必要な施策

が確実に実施できるよう十分な財政措置を講じること。 

  また、がん検診について、実施主体を明確にするとともに、受診率向上を

図るため、法制度を整備すること。 

 

９ 先般、一部保険外療養の創設や高額療養費制度の考慮事項の明確化等を

盛り込んだ改正健康保険法等が成立したが、具体的な制度設計に当たって

は、必要な医療への受診抑制に繋がることがないよう、特に、低所得者、子

ども、高齢者、難病患者、慢性疾患患者等に十分配慮するとともに、国民に

十分な理解と納得が得られるよう、国の責任において分かりやすく丁寧な

広報を行うこと。 

 

10 公定価格である診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等報酬により

運営されている保険医療機関や介護・福祉事業所は、物価高や人件費上昇の

影響を価格に転嫁できず、厳しい経営状況にあることから、次期報酬改定に

おいて、地域の公的サービス提供体制を将来にわたって維持・確保するため、

社会経済情勢を適切に反映すること。 

  また、令和８年度に診療報酬等が改定されたものの、今後も診療報酬改定

時の見通しを超える物価や賃金の急激な変動に際しては、適時適切な見直

しを行うとともに、安定的な経営に資する対策を迅速に講じること。 

  なお、財源の確保に当たっては、地方への影響を十分考慮し、将来世代の

負担に十分配慮した丁寧な議論を行うこと。 

 

11 中山間地域・離島等の介護サービス提供体制の確保については、地域の実

態を踏まえて必要なコストを適正に評価するとともに、令和９年度に予定

されている次の定期改定で新設が検討されている特定地域サービスにおい

ても、地域の物価の上昇などの社会情勢を迅速に反映させる制度設計を行

うことで、介護事業所の経営安定化を図ること。 

 

12 中東情勢の緊迫化によって光熱費及び輸送費等の高騰のみならず、医療

及び介護・障害福祉サービスの提供に不可欠な医療物資や福祉用品等（以下

「医療物資等」という。）の長期的な供給、流通への影響が懸念されること

から、関係省庁が連携し医療物資等の安定した供給体制の構築に万全を期

すとともに、医療及び介護・障害福祉サービスの提供が停滞することのない



 

よう、迅速に必要な対応を行うこと。 

 

13 人口減少地域の介護老人保健施設等では、老朽化や入所率低下、人材不足 

等の問題を抱え施設継続が困難になってきており、障がい者や単身高齢者の 

住まい等へのニーズを充足するためにも、年齢や障がいの有無に関わらず 

人々が安心して暮らすことができる居住環境の構築に向けた既存施設の用 

途転換等の有効活用を図るため、補助金等の規制弾力化や国による財源措置 

も含めて支援策を講じること。 
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 教育の充実について 

 

 

将来の予測が困難な時代において、「持続可能な社会の創り手の育成」及び

「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を実現させるためには、一人

一人の生産性の向上と多様な人材の社会参画を促進するとともに、新たなイ

ノベーションにつながる取組の推進が不可欠であり、「人への投資」を通じて、

社会の持続的な発展を生み出す人材を育成する必要がある。 

現在の教育現場においては、いじめや不登校、外国人児童生徒等の増加への

対応など、様々な課題が複雑化かつ困難化している状況にある。また、学習指

導要領の求める資質・能力などを子どもたちに身に付けさせようと教員が懸

命に授業を行っているが、実社会の日常生活で必要となる基礎的な学力が子

どもたちに十分身に付いていない可能性がある。 

さらに、家庭の環境や経済状況に関わらず、すべての子どもが希望する教育

を受けられるよう、機会を保障していくことが重要である。 

このような中、一人一人の子どもたちが、自分のよさや可能性を認識すると

ともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しな

がら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の

創り手となることができるよう、教育の充実を図っていくため、次の事項につ

いて強く要請する。 

 

１ 学習指導要領は、急速に変化する時代に対応するため、育成すべき資質・

能力を踏まえた教科・科目の新設や目標・内容の見直しが行われており、学

校現場では学習指導要領の求める資質・能力などを子どもたちに身に付けさ

せようと教員が懸命に授業を行っている。しかしながら、学習内容が多いた

めに、児童生徒のつまずきへの対応等、きめ細かな支援を行う時間を十分に

確保することが困難であり、結果として、日常生活で必要となる基礎的な学

力が児童生徒に十分身に付いていないおそれがある。 

義務教育においては、基礎学力の育成を最優先とするため、児童生徒の確

かな学力の育成や児童生徒のつまずきに対応する時間の確保等が必要であ

る。 

文部科学大臣は、令和６年 11月の全国知事会議で「基礎学力に課題を抱

える児童生徒が相当数存在する」と表明され、また、令和７年８月の大臣記

者会見では「全国学力・学習状況調査に関する令和６年度経年変化分析調査

結果でのスコア低下、令和７年度悉皆調査結果で基本的な概念の理解・定着

が十分でない児童生徒がいることが明らかになったことは大変重く受け止

めている」と発言されている。 



 

 

これらの課題に対応するため、学習内容の削減が実施されるよう、実質的

な学習指導要領の内容の厳選を行うこと。 

 

２ 令和３年４月１日付けで義務教育標準法が改正され、小学校については、

令和３年度から５年をかけた学年進行で３５人以下学級を実現するための

教職員定数が改善された。また、中学校についても令和８年度から３年をか

けて学年進行で３５人以下学級を実現するための教職員定数が改善される

が、３５人以下学級の実現後も、様々な教育課題に対応する加配定数が維

持・拡充されるよう定数措置を行うこと。併せて、空き教室の活用等に必要

な改修や設備・備品について財政支援を行うこと。 

 

３ 帰国・外国人児童生徒等、日本語指導を必要とする児童生徒に対する支援

の推進にあたっては、教員・支援員等の人材確保や日本語指導体制の整備、

保護者への支援など、多岐にわたる取組が必要である一方、財政的負担が大

きく、各自治体においては十分な対応が困難な状況にある。こうした実情を

踏まえ、自治体の要望額に見合った十分な財政支援を行うこと。 

 

４ 小学校・中学校における不登校児童生徒が増加する中、不登校支援の充実

が図れるよう、校内教育支援センター支援員について、補助年限に上限を設

けず、また、支援員を必要とする学校全てに配置が可能となるよう十分な財

政措置を講ずること。 

 

５ 次代を担うすべての子どもたちが、生まれ育った環境によって左右され

ることなく、健やかに育ち、夢や希望、高い倫理観や豊かな人間性を持ち、

意欲にあふれ自立した若者へと成長し、誰もが充実した生活を送ることが

できるようにするため、生活困窮家庭やひとり親の子どもに対する適切な

学習支援など放課後等における学習の場の充実や地域と学校との連携・協

働の強化を図ること。 

また、高等学校の再編統合等が進む中において、子どもたちが個人の能

力・適性等に対応した高等学校を選択できるよう、遠距離通学する生徒に対

して支援を行うこと。 

 

６ 子どもたちへのより良い教育の実現に向けて、教員の働き方改革を進め

ていく中で、部活動指導による教員の負担軽減には、学校部活動の地域展開

を着実に進める必要がある。教員による部活動指導に代わる地域クラブ活

動等の浸透に向けては、実際に指導に当たる指導者を質と量の両面で充実

させる必要があることから、人材確保に向けた十分な財政措置を行うこと。 



 

 

 

７ 子どもの健やかな成長のため、豊かな体験の機会を確保できるよう、青少

年の交流や自然体験活動の広域的な拠点施設である国立青少年教育施設は、

国の責務として経営基盤の強化を図り国営で存続すること。 

また、次期中期目標の検討にあたっては、施設所在地の地理的条件や地元

の取組状況等を十分に考慮し、体験活動推進の拠点施設として適切な位置

づけを行うこと。 

 

８ いわゆる高校無償化では、私立高校には無条件で国費が授業料に充当さ

れている一方、公立高校への支援として創設された高等学校等教育改革促

進事業（以下、基金事業という。）では、教育改革を必須の条件とするなど、

一定の交付要件が課されている。こうした要件が教員の働き方改革を阻害

することも懸念されるため、都道府県からの申請内容を踏まえ、地方の実情

に応じた活用しやすい制度への改善を検討すること。 

加えて、基金事業に続く支援制度として令和９年度に創設予定の高等学

校教育改革交付金（仮称）については、地方の裁量で地方の実情にあった高

校教育の全般的な底上げができる柔軟な制度となるよう、以下の事項を実

施すること。 

 ① すべての公立高校（特別支援学校の高等部を含む）を対象とした上で、

教育改革などの義務付けや交付対象校の限定等の要件を設定しないこと。 

② 公立高校で、地域の産業などで活躍する人材を育成していけるよう、教

育を行う上での根幹となる「ヒト」の充実を図るための経費（標準定数を

上回る教員の加配、外部人材の配置等）を対象とすること。 

③ 基金事業で実施した改革先導拠点の取組の充実や、成果の普及を図る

ため、継続的な経費や協力校側の整備等を対象とすること。 

④ すべての公立高校が確実に支援を受けられるよう、必要な予算総額を

確保した上で、自治体に財政負担が生じない制度とすること。 

 

９ 国においては、地域の高度専門人材の育成を推進するため、工学系以外の

学科も含めた高等専門学校の設置を促進する方向で検討が進められている

ところであるが、公立の高等専門学校の設置について、成長分野転換基金な

どにより十分な財政支援を行うこと。また、農業分野など工学系以外の領域

における学科の設置基準の検討においては、自治体の意見を十分に聴取し、

自治体の実情を踏まえたものとすること。 

 

10 子育て世帯の経済的な負担軽減のため、児童手当などの金銭給付の拡充

はもとより、多額の費用を要する私立学校や塾通いが前提となっているよ



 

 

うな大学入試制度の見直し、金銭的負担が少ない公教育を充実させる取組

を進めること。また、地方における高等教育の機会確保のため、国立大学の

授業料標準額について、進学希望者が進学を諦めなければならないような

拙速な引上げは行わないこと。 

  さらに、地方の国立大学が地域で活躍する人材を供給し続ける拠点とし

て、地域の存続と発展を支える中核的な役割を果たしていくために、国立大

学法人運営費交付金について、今後も見込まれるエネルギー価格や物価高

騰、人件費水準の上昇に適切に対応できるよう、令和８年度においては、令

和７年度の補正後の予算額を上回る規模での確実な補正予算措置を図るこ

と。 

また、令和９年度以降においては、社会情勢の変化に伴うエネルギー価格

等のコスト増を織り込んだ必要な予算を可能な限り当初予算で措置するな

ど、補正予算を前提としない安定的な予算編成へと転換すること。 

 

11 子どもたちが、ＳＮＳによる犯罪実行者募集情報（いわゆる「闇バイト」

の募集広告）を通じた犯罪への加担や、オンラインカジノの利用、また、生

成ＡＩ等を利用した実在する児童の性的画像の作成・流布などの事案に巻

き込まれることを未然に防ぎ、子どもたちを被害者にも加害者にもさせな

いため、最適な対策について省庁横断的に検討し、実効的な対策を講ずるこ

と。 
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中小企業等が物価上昇に負けない賃上げを行うための、 
コスト上昇分を価格転嫁できる取引環境の整備について 

 

 

地方においては、これまでも地域の生活・経済を守るべく、国が打ち出す対

策を補いつつ、地域の実情に合った効果的できめ細かな施策を実施してきた

が、物価高の長期化は依然として国民生活や事業者の経営に多大な影響を及

ぼしている。 

また、全国的には好業績を上げている大企業を中心に物価の高騰に対応す

る賃上げが実施されているが、地方の中小企業等においては、コスト上昇分の

価格転嫁が十分にできておらず、賃上げの実現は難しい状況にある。 

十分な賃上げができず、実質賃金が減少することは、若者の将来不安を増加

させ、結婚や出産、子育ての選択をためらわせるのみならず、大都市との格差

から、若者の大都市への転出に拍車をかけることにもつながっている。 

地方に多い中小企業等が物価上昇に負けない賃上げを行うためには、コス

ト上昇分を適切に価格転嫁できるよう、大企業との対等な取引環境を整備す

ることが必要である。 

さらに、米国による関税措置に加え、緊迫化している中東情勢は、賃上げ等

を通じたデフレからの脱却を目指す日本経済に多大な影響を与えることが懸

念される。  

こうした現下の状況を十分に踏まえ、国と地方が効果的な対策を切れ目な

く講ずることができるよう、次の事項について強く要請する。 

 

１ 中小企業等の持続的な賃上げの実現に向けた支援 

地方経済の成長が日本経済の成長を支えていくものであり、賃上げと投

資が牽引する成長型経済への移行に向け、大胆かつ強力な総合経済対策を

早急に実行すること。 

地方の中小企業・小規模事業者は、物価高や人件費の上昇などにより、コ

スト負担の面において経営が圧迫されている中で、人材確保の面からなお

一層の賃上げを迫られている状況となっている。そのため、適切な価格転嫁

をはじめ、大企業との共存共栄が図られるよう取引適正化を促進する取組

を強化し、違反のあった場合には厳正に対処するとともに、賃上げ促進税制

の強化や国内投資の促進などの持続的な賃上げ、所得の向上につながる環

境整備を一層推進するなど、政策を総動員し、すそ野の広い賃上げを実現す

ること。 

また、国が最低賃金について掲げた「2020 年代に全国加重平均 1,500 円

を目指す」という短期間での高い目標の実現に向けては、中小企業・小規模



 

 

事業者が、最低賃金の大幅な引き上げや、社会保険料の企業規模要件の段階

的撤廃等による被用者保険の適用拡大に伴う事業主負担の増加に対応でき

るよう、国の責任において包括的かつ抜本的な支援策を早急に講じること。 

加えて、既存の支援策に設定されている「従業員１人当たり給与支給総額

の年平均成長率の増加目標」等、達成が困難な要件を見直すこと。なお、こ

れらの支援策による効果が十分に確認できない場合には、最低賃金引上げ

の政府目標の達成時期を延期すること。 

あわせて、地域を支える持続可能な物流ネットワークの構築について、法

令遵守の徹底を図るとともに、省人化投資の推進、適正な対価の確保による

事業者の経営安定を支援すること。 

 

２ エネルギー価格等への対応 

地政学的リスクの増大や中東情勢の緊迫化に伴う海外経済の動向等によ

り、経済やエネルギーをめぐる情勢の先行きが不透明な中にあって、燃料油

価格や電力・都市ガス・ＬＰガス料金の負担軽減策については、今後とも国

民生活や経済活動への影響を最小限に抑えるよう、エネルギー価格の動向

等に応じて、国として責任を持って機動的かつ全国統一的に実施すること。

特に、中小企業や農林水産事業者に対しては、実情に応じた利便性の高い制

度資金の創設等の支援について、万全の対策・対応を講ずること。 

なお、国において電気（低圧・高圧）・都市ガス料金に限定して負担軽減

策を実施する場合は、地方において実施する、特別高圧契約で受電する中小

企業等やＬＰガスを使用する世帯に対する支援策を国の対策と歩調を合わ

せて実施できるよう、地方の議会日程も考慮し、迅速かつ適切に重点支援地

方交付金等の財源を措置すること。 

あわせて、負担軽減策だけでなく、エネルギー等の安定供給に取り組むと

ともに、将来にわたり効果が持続するよう、エネルギー転換の取組等に対す

る一層の支援を行うこと。 

加えて、国民の生活や事業者の経済活動に必要な燃料油・石油製品の供給

が滞ることがないよう、石油備蓄の放出に加えて、ペルシャ湾岸諸国からの

輸入再開のためにあらゆる対策・対応を講ずるとともに原油の調達先を多

角化するための取組を進めること。 

さらに、原材料供給網（サプライチェーン）について、代替品への転換等

を促進するための補助制度や税制優遇を強化し、地域の事業者が安定的に

事業継続できる環境を整備すること。 

 

３ 米国による関税措置に関する対策の継続 



 

 

米国の関税措置による地方の産業・雇用に与える影響が最小限となるよ

う、迅速かつ丁寧な情報提供や地域の実情等を踏まえた万全の対策を実施

すること。 

また、自動車関連事業者をはじめ、関税の影響を大きく受ける輸出関連事

業者や、経済の変動の影響を受けやすい中小企業等に対する資金繰りの支

援、価格転嫁の円滑化などによる取引適正化の促進、生産性向上の支援等の

対策を講じること。 

特に、輸出関連の大企業が、今回の関税措置による減収・減益をカバーす

るために、部品等の納入企業に対して値下げを要請したり適切な価格転嫁

を拒んだりすることがないよう、監視を強化・徹底すること。 

 

４ 地方財源の確保 

地域における賃金と物価の好循環の実現を支える地方行財政基盤の持続

性の確保・強化のために、官公需における価格転嫁に必要な経費を含め、民

間給与や物価の上昇による影響を地方財政計画の歳出に的確に反映し、一

般財源総額を適切に確保するとともに、地方が実情に応じて物価高対策や

人手不足対策を継続的かつ機動的に実施できるよう、地方交付税や自由度

の高い交付金など必要な財源について、今後も経済状況等に応じて、積極的

な措置を行うこと。 

また、地方において、米国による関税措置、緊迫化している中東情勢の影

響を受ける企業等に対して機動的に支援を行えるよう、経済状況等に応じ

て、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の増額及び対象事業の拡充

を行うとともに、各団体の実情に応じた適切な配分を行うこと。 
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東京一極集中の是正と地方における人口減少対策について 
 

 

2025年国勢調査速報値によると、我が国の総人口は、５年前から 309万
人減少、減少率は 2.5％に達し、ともに調査開始以来、最大となったほか、
都道府県別で見ても、５年前から増加したのは、地方から若者の流入が続
く東京都、合計特殊出生率が高い沖縄県のみとなっている。 
半世紀にわたって続く少子化の影響で、高齢者世代を支える現役世代の

割合も低下しており、このままの少子化が続くと、日本の社会経済システ
ムの基盤が維持できなくなる事態となることが懸念される。 
一方、東京一極集中については、地方の人材不足につながるだけではな

く、イノベーションの促進に必要な多様性の確保、大規模災害時の大学、
企業、政府機関等のリスク分散や、超過密により悪化する生活環境の改善
といった観点からも、必ず是正しなければならない問題である。 
このような中、地方では、人口減少に歯止めをかけ、将来世代が暮らし

続けられる地域を守るため、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく法定の
スキームの下、地方創生の実現に向け、施策を総動員して取組を進めてき
たが、少子化の進行には歯止めがかかっておらず、コロナ禍で抑制されて
いた東京一極集中についても、再び拡大傾向となるなど、地方の人口減少
は極めて厳しい状況となっている。 
これまで地方は、東京をはじめとした大都市圏への人材や食糧、エネル

ギーの供給、治水や二酸化炭素吸収等による国土・環境の保全など、我が
国の発展に大きく貢献してきたところであり、裏を返せば、地方の衰退は
東京の衰退を招き、ひいては、国全体の衰退にもつながりかねないことを
意味する。我が国の持続的な発展のため、国は東京一極集中の是正に全力
で取り組む必要がある。 
このように、人口減少問題は地方だけで取り組むべきものではなく、国

全体で戦略的に取り組むべき国家的課題である。人口や産業が特定の地域
に集中している現状を見過ごすことなく、地域における人口の社会減を緩
和する対策、保育・教育の無償化をはじめとする子ども・子育てにやさし
い社会へ転換する対策、人口減少地域においても住み続けることができる
持続可能な地域づくり対策などの重要課題について、国、自治体、企業を
はじめとする様々な主体や国民が連携協力して、真に効果的な施策や運動
を展開していくことが、人口減少傾向に歯止めをかけ、地方と大都市圏が
ともに希望ある未来をつくるための筋道であり、災害に強く豊かな国をつ
くることにもつながる。 
このため、次の点について強く提言する。 
 

 
１ 「地域未来戦略」の実現に向けた戦略的な施策の推進 
 深刻化する人口減少問題に、国が責任を持って統括推進し、戦略的に



 

挑戦するためにも、「庁」レベルの司令塔を設置するとともに、「地域未来
戦略」で打ち出した強い経済や豊かな生活環境、選ばれる地方の実現に
向け、これまでの経験を糧として真に実効ある政策を再構築し、国と地
方の適切な役割分担により、我が国最大の問題である人口減少対策を、
スピード感をもって強力に推進すること。 
また、地方に強い経済基盤を構築し、新たな人材や企業の集約、良質な

雇用の創出につなげるため、成長分野における産業クラスターの形成に
向けた国による強力な支援を講じるとともに、地方が策定する地域産業
クラスター計画及び地場産業成長プランに位置付けられた事業が着実か
つ継続的に実施できるよう、必要な財源を確保し、継続的かつ安定的な
財政支援を行うこと。 
さらに、「地域未来戦略」の推進に当たっては、国や地方団体のみなら

ず、経済界・労働界・社会福祉団体・教育機関をはじめとする関係団体と
連帯し、課題解決に向けた施策を展開すること。特に、東京一極集中の是
正は、地方にとって人口流出の歯止めとなるだけでなく、大都市におけ
る超過密の解消にも寄与するもので、双方においてメリットがあり、か
つ、出生率の低い地域から高い地域へ若者が移動することにより、日本
全体の出生数の増加にも寄与するものであることを、広く国民に周知し
ていくとともに、都市部には「ゆとり」を、地方部には「活力」を創出す
るためにも、国土政策として、地方部への「人の流れ」を加速させる多極
分散型国土の形成に真摯に取り組むこと。 

 
２ 地方における若者の定着・増加に向けた大都市機能の地方分散 

大学等への進学や就職をきっかけとした若者の人口流出に歯止めをか
けるため、地方が持つ伸び代を生かし、「強い経済」の実現につながる高
付加価値型産業の創出や人材力強化について、「地域未来戦略本部」のも
と、強力に推進すること。 
また、東京一極集中の是正を図り、地方への移住・定住を進めるため、

地方大学の定員増及び財政的支援の強化、企業の地方移転に向けた税制
優遇の強化や助成の拡大のほか、東京と地方の法人税に差を設けるなど
の思い切った税制措置を講じるとともに、若者の地方への定着につなが
る取組への支援の拡充や、若者の転出につながる大都市と地方との実質
賃金の格差是正、若者に魅力ある仕事の創出に向けてデジタル化等の｢人
への投資｣を通じた高付加価値な製品やサービスを生み出す地方経済の
活性化支援を図ること。 
加えて、「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による

若者の修学及び就業の促進に関する法律」に基づく東京 23区内における
大学の学部収容定員増抑制については、令和 10 年 3 月 31 日までの時限
措置とされているが、東京一極集中に歯止めがかからない現状を踏まえ、
高等教育機関が特定の地域に過度に集中している状況を是正するため、
制度の効果を検証し、この制度を継続することを含め、より実効性の高



 

い対策の検討を行うこと。 
併せて、「地域未来戦略」推進の原動力となる公務人材の確保に向け、

国の公務部門における正職員の短時間勤務拡大の検討に合わせて、会計
年度任用職員についても、地域の実情に応じた短時間正職員化を含めた
あり方の検討等を行うこと。 

さらに、「関係人口」の創出・拡大を進めるため、ふるさと住民登録制
度の創設に際しては、登録者にとって制度活用のインセンティブが働く
ような制度設計となるよう、登録を促進するための情報発信や自治体が
登録者に対して供する行政サービス等に要する経費など、十分な財源措
置も含めた支援等を講ずること。 
加えて、東京への一極集中の問題解決のためには、人口の移動理由の

分析が必要であるため、転出入した全員の移動理由が把握できる全国的
な調査の仕組みを構築すること。 

 
３ 少子化対策の充実・強化 

住む場所や自治体の財政力で子育て支援に格差が生じることがないよ
う、子ども医療費助成制度の創設のほか、幼児教育・保育、学校給食費、
私立学校授業料の無償化など、子育てや教育費の負担に係る基幹的な経
済的支援については、ナショナルスタンダードの観点も踏まえて、国の
責任において全国一律の制度化と支援水準の充実、地方自治体への恒久
的な財源措置を図ること。また、フリーランスを含む自営業者や条件に
よって雇用保険の対象外となる非正規雇用者も安心して妊娠・出産でき
るよう、育児休業期間中の経済的支援制度を創設すること。 
その上で、地方が地域の実情に応じて、分野横断的にきめ細かな取組

ができるよう、地方交付税措置の充実や自由度の高い交付金、基金制度
の創設を行うこと。 
また、標準的な出産費用の自己負担無償化に係る具体的な制度設計に

あたっては、出産を望む当事者や分娩を取り扱う医療機関等現場の実情
を十分に踏まえること。 
加えて、イクボスの取組の推進や働き方改革による誰もが働きやすい 

職場環境づくりの啓発を通じて、企業に対する男性の育児休業取得促進
に向けた対策を強化するとともに、女性も男性も暮らしやすい多様な幸
せ（well-being）を実現し、性別によるアンコンシャス･バイアスへの気
づきや社会全体における固定的性別役割分担意識の解消に向けた取組を
進め、女性に偏りがちな家事・育児等を男性も行うことが当たり前と捉
えられる社会に向けた理解促進を図ること。 

 
４ 持続可能な地域社会を実現するための地方税財源の確保 

住み続けることができる持続可能な地域づくりに必要な地方一般財源
総額の十分な確保を図るとともに、各地域が実情に応じて行う取組に対
し、引き続き包括的かつ柔軟に財政支援を行うこと。 



 

  特に、地方が自然増収の一部を活用し、国の「危機管理投資」や「成
長投資」に呼応した大胆な取組を実施できるよう地方税財源の充実・強
化を図ること。 

  また、産業クラスターの形成・拡充には大規模な投資や研究開発の推
進が不可欠であるため、普通交付税の「地域未来基金費」など地域未来
戦略に関する予算を継続・拡充するとともに、地域未来交付金の継続及
び地域の実情に即した交付金制度の不断の見直し・拡充を図ること。 

  加えて、わが国全体が将来にわたり持続可能な形で発展していくため、
地域間の税源の偏在を是正するためのさらなる措置については、令和８
年度与党税制改正大綱を踏まえ、拡大する地方公共団体間の財政力格差
を是正し、各団体の政策の選択の結果とはいえない行政サービスの地域
間格差を解消する十分な規模の対応を図ること。 

  併せて、偏在是正によって生じた財源については、その全額を地方財
政計画に歳出として新たに計上するとともに、その趣旨に鑑みて条件不
利地域や財政力の弱い団体に優先的に配分する地方財政計画上の「地域
社会再生事業費」を拡充するなど、より実効性のある偏在是正措置を実
現すること。 

 

５ スマートシュリンクの視点を取り入れた人口減少対策の推進 
  当面避けることができない人口減少に適応しながら、必要な行政サー
ビスを維持・確保するため、「スマートシュリンク（賢い縮小）」の視点
を取り入れた人口減少対策を推進すること。 

  具体的には、市町村合併によらずにスケールメリットを確保し、行政
サービスの持続可能性を高めるために、分野ごとの具体的な対応指針を
提示するとともに、県による助言や勧告など一定の主導権を付与するな
どの法整備を行うこと。 

  また、行政サービスの再構築には、一定の時間を要することを踏まえ
た恒久的な財政支援策を講じること。 
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中四国サミット 
 

  



 

 

国民の政治参加の促進と公明かつ適正な選挙の実現について 
 

 

選挙は、国民が政治に参加し、主権者としてその意思を政治に反映させるこ

とができる最も重要な機会であるが、近年においては、全国的に投票率が低下

傾向にあり、令和５年の統一地方選挙においては、知事選挙４６．７８％、県

議会議員選挙４１．８５％と、いずれも過去最低を記録する結果となっている。

中国・四国地方における直近の知事選挙・県議会議員選挙では、一部の県では

投票率が上昇したものの、過去と比較して低水準に留まっている。国政選挙の

投票率は、依然として低い水準に留まっており、投票率低下の傾向は、国政選

挙・地方選挙を問わず、同様の状況である。 

また、改選定数に占める無投票当選者数の割合についても、令和５年の統一

地方選挙においては、都道府県議会議員選挙２５．０％、町村議会議員選挙３

０．８％と増加傾向にあり、地方議員のなり手不足も深刻化している。 

各自治体では、選挙時の各種啓発活動や、期日前投票所の増設、投票所への

移動支援などの利便性・投票環境の向上を図り、また、常時啓発として選挙出

前授業等の主権者教育に鋭意取り組んでいるが、投票率の向上への効果は明

確には見られていない。加えて、投票立会人の確保に苦労している市町村もあ

り、投票所数の減少につながる一因となっている。 

さらに、近年の選挙では、候補者の選挙運動を妨害する行為や、当選の意思

がなく立候補した者が他の候補者を応援する、いわゆる「２馬力選挙」、ポス

ター掲示場に候補者と無関係なポスターが掲示されるなど、民主主義の信認

を脅かす事態が発生したほか、ＡＩなどのデジタル技術の進展により、フェイ

ク情報の拡散など、個々人が責任をもって主体的に判断し、選挙を通じて政治

の方向性を決定する「人間主導の民主主義」が危険にさらされている。 

このため、全国知事会「地方自治・民主主義の確立に向けた研究会」の報告

書（令和８年４月）の提言を踏まえ、国民の政治参加を促進するのに必要な投

票環境の整備とともに、選挙を通じて政治に国民の意見を適正に反映し、民主

主義にとって危機的な状況を回避するため、次の事項について要望する。 

 

１ 国民の政治参加促進に向けた取組 

全ての国民が安心して大切な一票を投じることのできるよう、国におけ

る「投票環境向上」や「郵便等投票の対象者拡大の検討」、「インターネッ

ト投票の検討」等の対策を更に加速させること。 

また、地域によっては投票立会人の確保困難が投票所減少の一因となっ

ていることを踏まえ、投票立会人の配置要件を緩和し、市町村が地域の実情

に応じて柔軟に投票所管理体制を構築することや、オンラインでの投票立



 

 

会を推進することなど、民主主義の根幹をなす選挙制度の見直しを更に進

めること。 

併せて、なり手不足解消のための「多様な人材が立候補しやすい環境の整

備」や「自治会の加入率低下の対策を含めたシティズンシップ教育（市民の

社会参画・政治参加のための教育）の推進」等を行い、国民の政治参加促進

のため、制度改正も視野に入れた抜本的な見直しを行うこと。 

さらに、統一地方選挙における統一率の低下は、選挙への関心の低下、低 

投票率の一因となっているとの指摘もあることから、地方選挙の再統一や

特定の時期にまとめて実施することなどの検討を行うこと。 

 加えて、若者の声をより国政等に反映できるよう、若者の意見をより丁寧 

に聴取できる機会や手法を構築すること。また、被選挙権年齢の引下げも含 

めた若者の政治参加促進に係る議論を加速すること。 

 

２ 自治体の取組に対する支援・援助 

市町村による投票所等の増設や移動支援の取組を一層促進するとともに、

そうした国民の政治参加に向けた各自治体の取組等について、財政措置も

含めた支援・援助を行うこと。 

 

３ 公明かつ適正な選挙の実現 

真偽不明の情報やＡＩなどのデジタル技術によるフェイク情報が拡散し、

ＳＮＳ上で誹謗中傷や民主的な議論を阻害する行為などが激化する中、本

年７月に全国知事会の要請を踏まえた公職選挙法等の一部改正法が国会に

おいて成立した。改正法により大規模プラットフォーム事業者による選挙

の公正に対する悪影響を軽減するための措置が義務付けられることとなっ

たが、引き続きインターネットの不適正な利用や情報拡散への対策など、国

において状況に合わせた見直しを進めていく必要がある。 

  本年４月にとりまとめられた全国知事会「地方自治・民主主義の確立に向 

けた研究会」の報告書の提言も踏まえ、さらなる改正も含め、国会で議論し、

法令の解釈・運用の明確化を図るなど、国として適切に対応すること。 

  また、改正法によって設けられた、ＡＩ生成改変画像等への表示義務につ 

いて、適切な運用を確保するとともに、フェイク情報の拡散などを防ぎ、人

間主導の民主主義を担保するためのルールづくりや政治的影響を与えよう

とする外国勢力による選挙介入を防ぐための対策を、引き続き国として推

進すること。 
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参議院議員選挙における合区の解消について 
 

 

 我が国では、初めての近代的憲法である大日本帝国憲法の制定にあわせて

府県制が整備されて以降、都道府県が住民の意思や意見を集約する民主主義

の基盤としての役割を担ってきた。 

こうした背景のもと、参議院においては、創設時から一貫して都道府県を単

位として代表を選出し、地方の声を国政に届けるという重要な役割を果たし

てきたところである。 

 

 しかし、平成２８年７月の参議院議員選挙において、憲政史上初めて「合区

選挙」が実施され、「投票率の著しい低下」など、様々な弊害が顕在化した。

特に、自県を代表する議員を選出できなかった県民からは、大きな失望の声が

上がり、国民の参政権にも大きく影響を及ぼす事態となった。 

 

その結果、令和７年の参議院議員選挙では、鳥取県と島根県の投票率は前回

を上回っているものの、合区制度の導入前と比べると低い水準となり、また、

徳島・高知選挙区においては、徳島県の投票率が３回連続で全国最低を記録し

た。このように、合区４県では、投票率が低い水準で常態化しており、今年５

月に公表された令和７年国勢調査速報値等を鑑みても、今後更なる人口減少

とともに合区対象県が広がっていくことが懸念され、より深刻度を増してい

る。 

 

また、令和元年に行われた参議院選挙時には、都道府県単位の代表が選出さ

れ得る、いわゆる特定枠が比例代表選挙に導入されたが、特定枠で選出された

合区対象県の議員が辞職し、合区地域とは無関係な人が繰り上げ当選すると

いう事態も生じたところであり、根本的な合区の解消が依然として必要であ

る。 

 

合区制度では、合区した２つの県の間で利害が対立するような問題が生じ

た場合、国政に両県民の意思を反映していくことが難しくなる。また、今後、

人口の減少と大都市への集中が更に進めば、合区対象県が更に拡大される可

能性があり、地方創生・人口減少対策などの国政の重要課題の解決において、

そうした課題に直面している地方の意見や実情が反映されにくくなることが

懸念される。 

このまま国での議論が停滞し、合区問題への対応が遅れることは、我が国の

民主主義の根幹を揺るがす合区制度の固定化はもとより、合区対象地域の更



 

なる拡大につながる可能性があり、絶対に許してはならない。 

 

これまでも、全国知事会のみならず、本サミットにおいても、平成２９年に

緊急決議を採択して以降、合区解消に関する共同アピールを続けるなど、地方

の切実な思いを国に訴えてきたところである。 

 

憲法改正等の抜本的な対応により必ず参議院の合区を解消し、各都道府県か

ら少なくとも１人の代表が選出され、地方の多様な意見が国政にしっかり反

映される制度とするよう、強く要求する。 

 

 

 

 令和８年８月２１日    

 

中四国サミット 

鳥 取 県 知 事  平 井 伸 治 

島 根 県 知 事  丸 山 達 也 

岡 山 県 知 事  伊原木 隆 太 

広 島 県 知 事  横 田 美 香 

山 口 県 知 事  村 岡 嗣 政 

徳 島 県 知 事  後藤田 正 純 

香 川 県 知 事  池 田 豊 人 

愛 媛 県 知 事  中 村 時 広 

高 知 県 知 事  濵 田 省 司 

(一社)中国経済連合会会長  芦 谷   茂 

四国経済連合会会長  長 井 啓 介 


